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本事業の背景と目的・実施概要

背景 目的・実施概要

•令和２年１０月２６日の国会での菅総理の所信表明演説
にて、成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲げてグ
リーン社会の実現に最大限注力すること、２０５０年まで
に温室効果ガスの排出を全体としてゼロにすること（２０
５０年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現）を目指
すことを宣言した。岸田総理もこの路線を踏襲し、令和３
年１１月２日のCOP２６でのスピーチにおいて、温室効果
ガス５０％削減への挑戦を全世界に約束している。

•カーボンニュートラルの実現には、革新的なイノベーショ
ンに基づく技術開発が必要不可欠であり、我が国も他国
の技術開発動向を踏まえて、技術開発を行うことが重要
である。

•我が国が、各種研究開発事業（グリーンイノベーション基
金事業、エネルギー・環境分野の中長期的課題解決に
資する新技術先導研究プログラム等）を効果的に実行し
ていくため、諸外国で行われる、技術開発支援の動向に
ついて横断的な分析を行い、分析結果を政策に活かすこ
とを目的とする。

•（１）「分析」：数％～１０％程度の、低圧・低濃度CO2を含
む排ガス（LNG火力排ガス、工場排ガス）をターゲットとし
た各種CO2分離回収技術の開発動向・ビジネス環境の
調査

•（２）「会議運営」：会議の事務局運営

2050年カーボンニュートラルに必要な技術に係る横断分析調査を実施
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※ 具体的な技術例として、膜分離、物理吸着、化学（液体、固体）吸収、オキシフューエル、ケミカルルーピング、それらの組み合わせを想定
※ なお、ヒアリングにおいてはGI基金で取組中の技術と類似の技術を保持または開発中の企業を可能な限り含める

数％～10%程度の、低圧・低濃度CO2を含む排ガス（LNG火力排ガス、工場排ガス）をターゲットと
した各種CO2分離回収技術の開発動向・ビジネス環境について調査

事業実施方法

①技術開発動向調査

②ビジネス環境調査

1. 各技術（※）の主要開発プレイヤーと技術開発
状況、実証事例

2. 社会実装へ向けて残された課題、コスト分析・
コストダウンアプローチに関する情報

3. ビジネスモデル

4. 実装が予想されるタイミング

1. 低圧低濃度CO2排出源の細分類化

2. 上記分類を念頭に置いての、世界主要地域*
の市場規模と将来変化

3. ①で想定した各技術について、各種排出源へ
の適・不適の整理

4. 主要地域*において導入されやすそうな技術
種の分析（政策要因・地理要因・産業構造要
因などから考察

• 各種公開情報（技術文献
（特許等）、主要プレイヤー
のプレスリリース、など）

• 各技術のキープレイヤーへ
のヒアリング（各技術1件程
度）*

• 技術展示会・学会**

• 同上

*：場合によってはよりヒ
アリングを優先したアプ
ローチも可能（より深い
情報取得が望ましい場
合）

**：対象展示会・学会は
貴省と相談。また企業ヒ
アリング件数を踏まえて
実施有無を調整

*：フォーカス地域につ
いては貴省と相談

タスク 調査・分析内容 調査アプローチ 協議事項
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Step1 サマリ

①技術方式の全体像

 CO2分離回収技術としては主に6方式(化学吸収法・物理吸収法・物理吸着法・膜分離法・固体吸収法・深冷分離法)が存在。化学吸収
法・物理吸収法・物理吸着法が商用化されている一方で、その他技術は開発～実証レベルとなっている

②主要プレイヤ動向

 現在、化学吸収法・物理吸収法・物理吸着法・膜分離法について、回収装置はHoneywellがトップシェアを持つなど市場で大きなプレ
ゼンスを持っている。HoneywellやShell、BASFは回収装置・素材両方の技術を保有する一方で、Dow等の素材開発・提供に特化す
るプレイヤも存在

 各社の低圧低濃度排ガス向け回収技術の開発は技術開発で先行する化学吸収法が中心。一方、化学吸収法の技術を保有しないプ
レイヤは他社と協業して化学吸収法技術を取込んだり、その他の自社保有の技術方式の開発推進により市場参画を目指している

- LindeやSchlumbergerは他社からの化学吸収法技術の取込みにより参入展開を目指す

– Air Liquideは自社保有の深冷分離法と膜分離法、他社技術との組合せでの低圧低濃度排ガス向けのソリューション展開を模索

– Svanteは物理吸着法の吸着剤の効率向上による参入展開を目指す

 設備導入側は、技術導入において実績があるものを導入する傾向がある。先行する化学吸収法に技術的には追いついても、実績で
負ける可能性もあることより、如何に開発を早めターゲット市場で実績を積むかが肝要。各回収方式ともに火力発電、セメント、鉄鋼等
の大規模排出源を足掛かりに実証・商用事例を創出しノウハウ・採用事例を蓄積しつつ、中小規模排出源への進出を狙う。

③技術課題と解決アプローチ

 いずれの技術方式においても、低圧・低濃度下で低下する吸収/吸着効率の向上や再生時の熱エネルギー効率の向上等が主な課題
であり、新規材料開発や装置の改善、新しいプロセスの導入といった取組みが重要な開発領域となっている

 なお、深冷分離法は排ガスに含まれる成分の物理特性を基にしており、分離効率の向上は困難。注力領域は装置のモジュール/小型
化でのCAPEX低減、プロセス最適化でのOPEX低減となる
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Step1では、CO2分離回収の技術方式の全体像、主要方式のプレイヤ動向、主要方式の技術課
題とその解決アプローチを整理

STEP1：検討の全体像

Step1-1：技術方式の全体像 Step1-2：主要プレイヤ動向 Step1-3：技術課題と解決アプローチ



© Arthur D. Little 11出所：「世界のCCUS総合分析（2022.8）」、各種公開資料よりADL作成

CO2の分離回収技術としては主に以下の9つが存在

CO2の主な回収方式の概要

方式 分離回収メカニズム 装置構成

化学吸収法 • 水溶液中の塩基性の材料(主にアミン)とCO2の化学反応により吸収。水
溶液を加熱することで、逆反応によりCO2を回収

• 主に吸収液により排ガスを吸収する吸収塔と、水溶液を
加熱、CO2を分離する再生塔で構成

物理吸収法 • メタノールやエタノール等の吸収液にCO2を物理的に溶解させて吸収。減
圧・加熱することでCO2を回収

• 主に吸収液により排ガスを吸収する吸収塔と、水溶液を
加熱、CO2を分離する再生塔で構成

物理吸着法 • ゼオライトや活性炭等の吸着剤にファンデルワールス力によりCO2を選
択的に吸着。吸着剤を減圧（PSA）又は加熱（TSA）することでCO2を回収

• 主に吸着剤により排ガスを吸着・脱着を行う反応器で構成。
反応器内の圧力や温度の切替えにより吸着・脱着を行う

膜分離法 • 高分子膜や無機膜等の分離膜を膜前後の分圧差により排ガスを透過さ
せることで、CO2を濾過・回収

• 主に分離膜を収めた分離装置で構成。分圧差が足りない
場合は、昇圧装置が必要

固体吸収法 • 多孔質材料に担持した塩基性の材料(主にアミン)とCO2の化学反応によ
り吸着。吸着剤を加熱することで、逆反応によりCO2を回収

• 同一反応器で吸/脱着を行う固定層型、吸着剤を吸/脱着
塔で流動する流動層型、容器で移動する移動層型が存在

深冷分離法 • 排ガスを圧縮・冷却し、気体の沸点の違いによりCO2を分離・回収 • 主に排ガスと冷却する熱交換機と各気体を分離する蒸留
塔で構成

オキシ
フューエル法

• 燃焼前に空気分離機で酸素濃度を95%以上の高濃度化することで、燃焼
後排ガスをCO2とH2Oのみとし、H2Oを除去することでCO2を回収

• 主に燃焼前に窒素等を除去する空気分離装置と燃焼後
排ガスからH2Oを除去し、CO2を回収する回収装置で構成

ケミカル
ループ法

• 金属酸化物を酸素キャリアとして燃焼に活用することで排ガスをCO2と
H2Oのみとし、H2Oを除去することでCO2を回収

• 主に金属酸化物を酸化させる酸化塔と燃焼させる還元塔
で構成

電界式
CO2回収法

• 電極セル表面に形成した電界に電子を送ることで電極上でCO2を捕捉。
脱着時には電極上の電子を引き抜くことでCO2を解放・回収

• 主に電極によりCO2の捕捉・回収を行う分離回収装置で
構成
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※1 主要プレイヤは回収装置の開発プレイヤと、吸収剤等の回収装置で活用される主要材料の開発プレイヤについて整理 ※2 装置の市場シェアは2021年における累積導入数（プラント数）より試算。材料の
導入数量（t）より試算 ※3 物理吸着向けゼオライトと活性炭の市場を合計して試算
出所：富士経済「カーボンリサイクル CO2削減関連技術・材料市場の現状と将来展望 2022(2022.7)」、その他公開資料よりADL作成

回収装置において化学吸収・物理吸収・物理吸着ともにHoneywellがトップシェア。Honeywellや
BASF、Shellは回収装置と材料の両方を開発する一方で、Dow等は装置・材料のいずれかに注力

STEP1-2：主要プレイヤ動向

化学
吸収法

物理
吸収法

物理
吸着法

技術方式 主要プレイヤ※1 市場シェア(2021年)※2 主要プレイヤの取り組み動向

装
置

材
料

装
置

材
料

装
置

材
料
※

• 天然ガス、アンモニアの脱炭酸工程でのCO2回収への適用が現在一般的

• 将来的には、発電所や製鉄・セメントといった発生源の大規模CCUS計画・建
設において化学吸収法の活用への取組が進む

• CO2分離時の消費熱エネルギー低減に向けたプロセス改良や排熱有効活用
を検討

• 吸収液は特定の排ガス向けや複数の成分回収が可能な材料開発が進む

• 天然ガスの脱炭酸工程への導入が現在一般的。今後はバイオガス精製への
適用が進められている

• 吸収液の冷却コスト削減のために、一定温度（-8℃）以上でもCO2回収効率
が減少しない吸収液の開発や冷却プロセスの改良に取り組む

• PSA法が石油精製プラントの水素製造装置で現在活用されている。今後は
バイオガス精製への適用が進められている

• 吸着剤のゼオライトは水分への親和性が強く、脱水・脱湿工程が必要となる
ため、耐水性に優れた新規吸着剤の開発が進められている

1位：Honeywell
2位：BASF
3位：Shell

1位：Dow Chemical
2位：BASF
3位：Shell

1位：Honeywell
2位：Air Liquide/Linde

1位：Dow Chemical

1位：Honeywell
2位：Linde
3位：Thyssenkrupp

1位：Honeywell
2位：Zeochem
3位：東ソー
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※1 主要プレイヤは回収装置の開発プレイヤと、吸収剤等の回収装置で活用される主要材料の開発プレイヤについて整理 ※2 装置の市場シェアは2021年における累積導入数（プラント数）より試算。材料の
導入数量（t）より試算 ※3 高分子膜の市場シェアより。ゼオライト等の無機系膜は研究開発段階であり僅少
出所：富士経済「カーボンリサイクル CO2削減関連技術・材料市場の現状と将来展望 2022(2022.7)」 、その他公開資料よりADL作成

膜分離は装置・材料ともにHoneywellがトップシェア。固体吸収・深冷分離は開発～実証レベルで
あり複数のプレイヤが装置・材料の開発を進める

STEP1-2：主要プレイヤ動向

膜分離法

固体
吸収法

深冷
分離法

技術方式 主要プレイヤ※1 市場シェア(2021年)※2 主要プレイヤの取り組み動向

装
置

材
料
※2

装
置

材
料

装
置

材
料

• 天然ガス（特に海上ガス田）の精製用途で現在活用。今後はバイオガス精製
向けへの活用も進む

• 他方式と比較して低いCO2分離性能の向上を各社取組む

• 高分子膜はバイオガス精製向けの市場拡大に伴い、ポリミイド系膜の開発が
進む（天然ガスは酢酸セルロース膜が主流）

• 無機膜は均一な厚さでの大面積成膜技術の開発が進められている

• 現在、鶏糞の燃焼発電プラント向けが唯一稼動。今後は火力発電所やセメン
トプラント等への展開を予定

• 化学吸収法等と比較してCO2再生に排熱が利用ができ、装置小型化も可能
なため、中小規模の民間工場やゴミ焼却場への展開も想定している

• 現在は商用化前。今後は天然ガス精製の用途での実証が一部進む

• 低濃度CO2排出源に対しては、コンプレッサー等の補助機の電力コストが嵩
むため、CO2 濃度の高い大規模排出源への活用を中心に検討が進む

開発～実証レベル

開発～実証レベル

1位：Honeywell
2位：Schlumberger
3位：EnviTec Biogas

1位：Honeywell
2位：Schlumberger
3位：Air Liquide
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出所：「The post-combustion capture pilot plant Niederaussem – Results of the first half of the testing programme(2011)」、4 th Post Combustion Capture Conference(2017)における
BASF/Lindeの発表資料等を基にADL作成

BASFは低圧低濃度排ガス向けの吸収液をOASE blueとして展開。Lindeと共に10年に亘り低圧低
濃度排ガス向けの回収プロセスと併せて開発を進め提供を開始

低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：化学吸収法 開発事例①BASF/LINDE

OASE blueの概要 BASFとLindeの低圧低濃度向け回収システムの開発

• BASFはOASEブランドの元で複数の排出源向けの吸収液を
展開

• 排ガス向けにはOASE blueを展開。OASE blueはLindeと共に
2007年より開発・プラント実証を行うことで製品化を実現した
もの

– 実証プラントはドイツのNiederaussemにある火力発電
所にて行われ、約14％の低圧低濃度排ガスからの新
規アミン吸収液によるCO2の分離の実証が実施された

• 180以上の吸収液のスクリーニングを行い、再生時の消費エ
ネルギーが25%低い吸収液が実証用に選択され、OASE blue
の開発に繋がった

• 米国でもDOEの支援の下、石炭火力発電所向けのパイロット
プラントにおける実証を実施中（2021-2026年）



© Arthur D. Little 21出所：AXENS HPを基にADL作成

AXENSはCO2の吸収有無により吸収剤を分離し、CO2吸収済みの吸収液のみ再生することで、エ
ネルギー効率を高めた分離プロセスを開発

低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：化学吸収法 開発事例②AXENS

AXENSの高効率な再生プロセス DMXのプロセス概要

• AXENSはフランスのエネルギー分野における主要研究機関
であるIFPのグループ会社として、IFPが開発した高効率再生
プロセスをDMXTMとして実用化・事業展開を行う

• DMXTMは特殊な温度とCO2分圧条件下で、CO2を吸収してい
る吸収液と未吸収吸収液を分離させることが出来るプロセス。
未吸収吸収液は再度吸収塔に送り返されることで、再生時
に余分な吸収液を加熱することを防止し、高効率な再生プロ
セスを実現する

• AXENSによるとMEAプロセスと比較して30%のエネルギー効
率向上をDMXTMは実現。CO2分圧が低～中の用途に向いて
おり、石炭やバイオマス火力発電所、鉄鋼、セメントプラント、
焼却炉等への適用が想定されている

• フランスのダンケルクにあるArcelorMittalの鉄鋼プラントにお
いてHorizon 2020の支援の下、2025年稼働に向けて回収プ
ラントの設置・実証が行われている







© Arthur D. Little 24出所：JPower「石炭火力発電の現況と展望（2020.1.20）」

Honeywell UOPはDowのSelexol Maxを活用した次世代プロセス「SeparALLプロセス」開発に取組
む。吸収効率向上による吸収量増大が見込まれるが、主な適用先は高圧高濃度排出源となる

低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：物理吸収法 開発事例①HONEYWELL

SeparALLの概要 大崎クールジェン(IGCC)向けCO2回収

• Honeywell UOPは次世代SelexolプロセスとしてDow 
Chemicalの「Selexol Max」を使用した「SeparALLプロセス」の
開発に取組み、実証としては世界で初めて大崎クールジェン
で行われている

• 大崎クールジェンは石炭ガス化技術を活用した火力発
電であり、ガスは燃焼前(Pre-combustion)のガスから
分離するため、高圧・高濃度となる

• CO2分離回収に係る実証は2019年から実証試験を開
始している

• 従来の吸収液（Selexol）と比較して新しい吸収液「Selexol
Max」は溶解度が大きく、同一条件下では吸収量が多くなる
等、吸収効率の向上が実現されている







© Arthur D. Little 27出所：Svante HPよりADL作成

Svanteは、水蒸気に強い耐性を持つMOF吸着剤を開発。低温蒸気を直接吸着剤に当てることで
効率的且つ低コストでCO2を回収可能な技術の大量生産に取組む

低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：物理吸着法 開発事例①SVANTE

SvanteのMOF吸着剤の開発 MOFを活用した吸着フィルタ

• Svanteは低温蒸気を利用することでセメント工場や水素製造
プラント等のCO2排出を迅速に回収するMOF吸着剤を開発
したことを2021年に発表

• この吸着剤は強い水耐性を持つことより、低温蒸気を直接当
てることで低コスト・迅速なCO2分離を実現している

• また、BASFと協業することで、このMOF吸着剤を低コスト且
つ大量に生産する製造プロセスを開発した他、シート状の積
層体に吸着剤をコーティングする、大量かつ低コストなRoll to 
rollプロセスを開発している







© Arthur D. Little 30
出所：シーエムシー・リサーチ「世界のCCUS総合分析(2022.8)」、富士経済「カーボンリサイクルCO2削減関連技術・材料市場の現状と将来展望 2022(2022.7)」、
日本ガイシプレスリリース （2021年11月12日）

膜分離法は依然としてCO2分離性能が低い点が主要な課題であったが、日本ガイシは分離精度
を大幅に高めた分離膜の開発に成功

膜分離法に関する主要な課題 課題解決に向けた取り組み

• 膜分離法は、他の技術方式と比べCO2の分離性能
が低く、適用範囲が限定されている点が課題

• 天然ガスおよびバイオガス精製では実用化・普及し
ているものの、他用途への拡大・普及するためには、
分離性能の向上が必要
 従来の分離膜は分子の大きさの違いで分離

するため、CO2よりも大きな分子であるメタン
が主成分である原油随伴ガスや天然ガスで
は、容易にCO2が分離できる

 一方で、産業排ガスの主成分はCO2と分子
の大きさが近い窒素や酸素であるため、従来
の膜では高い精度を実現するのが難しいと
いう課題が存在

• 日本ガイシは産業排ガスに対して、従来製品の約5
倍のCO2分離精度を実現する新たな分離膜の開発
に成功

• 分子の吸着性（親和性）の違いを利用してCO2を窒
素や酸素から分けることで、分離性能の向上を図
るという新たなメカニズムを開発

低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：膜分離法 開発事例①日本ガイシ



© Arthur D. Little 31出所：DOE「Large Pilot Testing of the MTR Membrane Post-Combustion CO2 Capture Process(2020.1)」、及び公開資料を基にADL作成

MTRは発電所由来の排ガスからのCO2分離等に取組みPolaris等の高性能膜を展開。現在、膜モ
ジュールと深冷分離法を組合せたCO2回収技術の開発を行っている

低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：膜分離法 開発事例②MTR

MTRの低圧・低濃度向けの取組 MTRがDOE支援で行う火力発電所向け回収事業の概要

• MTRは天然ガスやバイオガス用途の膜モジュールを販売。
火力発電所由来の燃焼排ガスからのCO2分離への研究にも
取り組んでおり、開発した高性能膜のPolaris膜は幅広く採用
されている

• 現在、膜モジュールと深冷分離を組合せたCO2回収技術の
開発を行っている

• 2020年9月よりDOEの研究開発プログラムの中で、石炭・天
然ガス火力発電所及び産業排出源CO2の回収に係る研究
開発を実施。プロジェクト3年目から大型パイロットシステム
の設計・運用が行われる予定

– CO2濃度約13%の低濃度排ガスを2段階の膜分離プロ
セスを通すことで約85%まで高濃度化する

• その他、オークランド大学と共同で高い透過性と分離性を有
するPIM(Polymer of Intrinsic Microporosity)の合成に取組ん
でいる







© Arthur D. Little 34出所：Shall HPよりADL作成

Shellは固体吸収法を活用した低圧濃度排ガス向けのデモプラントを2024年稼働に向けて建設。
流動層を用い、多孔質担体に担持した吸着剤を用いることで吸収量の向上と省エネに取組む

低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：固体吸収法 開発事例①SHELL

Shellによる排ガス向けデモプラントの建設「TulipGreenCO2プロジェクト」

• Shellは固体吸収法を用い、排ガスからCO2を回収する新技
術を開発。BMC Moerdijk発電所の敷地内にそのための実証
プラントを建設しています。2024年には、1日あたり約150トン
のCO2を捕捉する予定

– 流動層を用いた固体吸収法となっている

• 化学吸収法と比較して多孔質担体を吸着剤に用いることで
吸収量を向上させ、全体のエネルギーコストを25%削減

• この技術を用いバイオガス火力発電所、セメント・鉄鋼業、水
素製造などの排ガスからCO2を分離を目指す



© Arthur D. Little 35出所：シーエムシーリサーチ「世界のCCUS総合分析(2022.8)」

Climeworksは大気中（低圧・低濃度）のCO2回収に独自のアミン担持固体吸着剤を利用したDAC
装置を商用化。焼却炉等の排熱を脱着に利用することで熱プロセスの効率化を図る

低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：固体吸収法 開発事例②CLIMEWORKS

ClimeworksのDACの取組

• Climeworksはアイスランド施設でAudiと協働でCO2削減プロ
ジェクトを推進。年間4,000ｔのCO2を大気中から濾過・回収し、
地下に送り込み鉱化させる

• この装置では吸引した空気をフィルターが設置された「CO2コ
レクター」に取込み、そこで独自開発のアミン担持固体吸着
剤を使用して空気中のCO2を回収。排熱プラントからの排熱
により100℃に加熱することで、回収したCO2を分離する

• 焼却炉の排熱を利用して脱着を行うため、設置場所は100℃
以上の排熱が利用可能な場所に限られる







© Arthur D. Little 38出所：Air Liquide「CryocapTMCarbon Capture technologies handbook(2022)」及びその他公開資料、有識者インタビューよりADL作成

Air Liquideは複数の排出源向けのCO2分離回収向けの深冷分離法をCryocapTMシリーズとして展
開。低濃度排出源向けには物理吸収法と組合せたCryocapTMFGを提供している

低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：深冷分離法 開発事例①AIR LIQUIDE

• Air LiquideはCryocapTMシリーズとして複数の排出源向けの
CO2分離回収向けの深冷分離法による回収技術を展開

• 特に低濃度排ガス向けにはCryocapTMFGを展開中。深冷分
離法は低濃度排ガスと比較して高濃度排ガスの方がエネル
ギー効率が良いことから、Air Liquideが保有する他の分離回
収方式（物理吸着や膜分離）と組合せたソリューションを提案

• CryocapTMシリーズで対象とする排出源としては、水素製造
装置(SMR)やセメント・石灰製造、鉄鋼、石油精製、化石・バ
イオマス火力発電、紙・パルプ製造が挙げられており、CO2
濃度等により複数のソリューションが提供されている

– CO2濃度が15%程度の排ガス向けのCryocapTMFGの適
用分野は水素製造装置やセメント・石灰、鉄鋼、石油
精製、石炭・バイオマス火力発電、紙・パルプ製造が
挙げられている

• 水素製造向けのCryocapTMH2等は既に商用プラントでの運
用が開始されており、排ガス向けのCryocapTMFGも商用プラ
ント向けに事業開発と提案を現在実施している

CryocapTMFGの概要 CryocapTMFGの構成イメージ



© Arthur D. Little 39出所：事業概要資料「Project DE-FE0032148 Cryogenic Carbon Capture From Cement Production」、Chart社HPよりADL作成

Chartは、深冷分離法技術を保有するSESを買収。セメント工場におけるパイロット/小規模商用ス
ケールの実証事業を2022年から実施

低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：深冷分離法 開発事例②CHART

• Chart Industryは深冷分離法の技術を持つSustainable 
Energy Solutions(SES)を2020年に買収。セメントや鉄鋼、石
炭/ガス火力、パルプ・紙、化学業界向けへの展開を狙う

• 2022年から2025年に掛けて、DOEの助成により米国ミズーリ
州のセメント工場において深冷分離法を用いた回収プラント
の設計・建設・試運転を行う

– 2022年～2024年はプラント設計や試運転に向けた行
政手続きを実施

– 2025年に2カ月の試運転・検証を行う予定
• 実証においてはモジュール型の回収装置を用いることで、サ

イト外での組立を行い、迅速な設置やコスト低減を狙う

実証事業の概要 実証プラントのイメージ
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Step2 サマリ

①評価対象工程の抽出

 低圧・低濃度排ガスが想定される一般産業で分析対象となる工程を、将来的なCCS必要性も踏まえて抽出。主要工程抽出には、燃料
燃焼の有無に加え、原材料の化学反応によるCO2排出有無及び電化難易度を踏まえた将来的な電化可能性を考慮することが重要

②各排出源に対する適合度評価

 各排ガスに適合する回収技術を検討する際は、排ガスの４つの特性（圧力・濃度・発生量・夾雑物）に注目。回収技術により、圧力領域
や濃度、夾雑物の有無への材料やプロセス上の得手不得手が存在する他、プラント規模の拡大容易性により発生量も回収技術の選
定において重要な要素となる

 各業種で導出した主要なCO2排出工程について、排ガス特性を整理した後、各回収技術の適合度を整理。化学吸収法が全般的に適
合度が高い傾向がある。一方で、中小規模排出源であれば固体吸収法、大規模排出源であれば深冷分離法も比較的適合度が高い

– 化学吸収法は、セメント(焼成)・製鉄（高炉）を除き、いずれの工程についても適合度が高い。特に吸収液の劣化を引き起こす可
能性のある夾雑物が無い場合は有効

– 物理吸収法は、高濃度の製鉄（高炉）・セメント(焼成)等を除き、低圧・低濃度下における性能低下により全般的に適合度が低い。

– 物理吸着法は、中小規模排出源への適正・夾雑物耐性など利点はあるが、低圧低濃度に合わせた工夫が必要となる

– 膜分離法は、中小規模排出源への適正など利点はあるが、低圧低濃度に合わせた工夫が必要となる

– 固体吸収法は、発電・石油精製・高炉製鉄（高炉）・セメント・有機化学・無機化学を除き、適合度が高い

– 深冷分離法は大規模発生源を中心に適合度が高い。但し、低濃度排出源においては分離膜等の前処理等で濃度を引き上げる
必要がある。また、船舶輸送等で予め液化する必要があるユースケースに適している

 なお、上記適合度評価は、あくまで技術的な視点により各排ガスと回収技術の適合度を評価したものであり、実際の導入においては他
方式とのコスト比較や導入実績により影響される

 物理吸着法や膜分離法では、素材開発やプロセス効率の向上等の開発余地が存在し、低圧低濃度排出源への適用度の向上やコスト
削減余地が高いと見られる
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• 発電・製造業・廃棄物セクターのCO2排出源を
業種×主要プロセスで細分類化し、技術方式の適合度
を評価するセグメントを選定

Step2では、CO2排出源を業種×主要プロセスで細分類化し、細分類化したセグメントに対して
主要なCO2分離回収技術方式の適合度を評価

STEP2：検討の全体像

• 主要回収技術方式の排ガス特性に対する適合度を整
理し、各低圧低濃度排出源に対する適合度を評価

Step2-1 Step2-2
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Step3 サマリ

①国別の基本情報

 ドイツ・インドネシア・マレーシアはGDP構成比における製造業が1位を占めており経済において大きな位置を占める。電源構成は、ド
イツや米国、インドネシア、マレーシアでは化石燃料による火力発電が将来的にも50%近くの大きな地位を維持することが見込まれる。
また、CO2排出構造においてはドイツ・ノルウェー・米国はエネルギー転換・産業由来CO2が5割近くとなっており大きな削減対象となる

②国別のCCS動向

 インドネシアやマレーシア、米国は発電やガス等のエネルギー分野のCCS導入を積極的に後押し。一方で英国は鉄鋼・セメント・化学
産業等のエネルギー集約型産業へのCCUS導入による脱炭素目標を目指す。ドイツは国民の反発により動きが遅れるも今後プロジェ
クトの増加が見込まれる。支援施策においては、英国・ノルウェーが直接補助金により支援する一方で、米国やインドネシア・マレーシ
アは税制優遇による取組促進が中心と見られる

③国別のCCS市場動向

 英国：火力発電や鉄鋼は短期的拡大の後、縮小。セメントや石灰・非金属鉱物、有機化学等は排出量も多く継続的な成長が期待

 ドイツ：火力発電・鉄鋼は排出量は大きいもののあまり成長は見られず、石灰・非金属鉱物やセメントが継続的な成長が期待

 ノルウェー：鉄鋼（高炉）、セメントが短期的に拡大が見込める。アルミニウム、有機化学は長期的に緩やかな拡大見込み

 米国：火力発電・セメント・化学が短期的に拡大後も継続的な拡大が期待。石灰・非金属鉱物は長期的に緩やかな拡大見込み

 インドネシア：火力発電・石油・無機化学が短期的且つ継続的な拡大が期待出来る一方で、鉄鋼はあまり変化は期待出来ない

 マレーシア：石油が短期且つ継続的な拡大が期待出来る一方で、最大排出源の火力発電ではあまり変化は期待出来ない。鉄鋼やセ
メントは長期的に緩やかに拡大が期待
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対象国の産業・CO2排出構造等の国別の事情、CCUSの実証事業、政策動向等から各国のCCS
の市場動向を整理

STEP3：検討の全体像

国別の基本情報

産業構造

産業×プロセス別の
CO2排出量

エネルギー需給構造

国別のCCS動向

CCS実証事業の動向

政策動向

国別のCCS市場動向

CCSの注力領域

CCS市場性（有望領域）



© Arthur D. Little 66出所：RITE「CCS普及に向けた規制とインセンティブの海外事例」よりADL作成

各国の政策動向は、分離・回収工程を中心にCCUS自体に対する支援施策と産業全体の脱炭素
に向けた施策を調査

STEP3：政策動向の調査スコープ

分離・回収 輸送 貯留 利用

分離・回収の領域を中心にCCUSや産業全体に関する個別政策の中身を整理。

設備投資支援

運転時支援

市場型政策

排出規制

CCUS

産業
全体

対象 項目

• 直接補助金
• 投資減税
• 資金調達支援(公的出資・

低金利融資・債務保証）

• 直接補助金
• CO2貯留税額控除
• 炭素税免除
• クレジット付与
• 固定価格買取

• クレジット市場
• 炭素税

• 排出枠

• 直接補助金
• 資金調達支援(公的出資・

低金利融資)

• 直接補助金（政府による利
用料支払型も含）

• Xxx

• Xxx

• 直接補助金
• 資金調達支援(債務保証)

• 直接補助金（政府による利
用料支払型も含）

• クレジット付与
• 貯留リスクへの政府保証

• Xxx

• Xxx

• Xxx

• クレジット付与

• Xxx

• Xxx
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日本の業種×プロセス別のCO2排出量を発射台に、日本とのGDP比率で各国の業種×プロセス
別のCO2排出量を試算

STEP3：産業×プロセス別のCO2排出量試算ロジック（2/2）

産業 業種 主要（製造）工程

A工程

B工程

C工程

D工程

E工程

AA業種

○○
産業 A工程

B工程

C工程

D工程

E工程

BB業種

産業・工程別排出量（日本）
日本：X国 産業別GDP比較
（日本＝1）

×

X.XX
（〇〇産業X国GDP/〇〇産
業日本GDP）

業種 産業 業種 主要（製造）工程

A工程

B工程

C工程

D工程

E工程

AA業種

○○
産業 A工程

B工程

C工程

D工程

E工程

BB業種

産業・工程別排出量（X国）

＞

○○
産業

CC業種

A工程

B工程

C工程

X.XX
（CC業種X国GDP/CC
業種日本GDP）

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

○○
産業

CC業種

A工程

B工程

C工程

• 日本と対象国の産業別のGDP規模の倍率を日本の各工程排出規模に掛ける
※業種別のGDPが比較可能な場合は、業種別の倍率を掛ける
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また各国の産業別GDPは下記出所を参照

STEP3：対象国のGDP倍率の試算方法（1/2）

日本 2019 2021年度国民経済計算

英国 2019 Dataset GDP output approach-low-level aggregates_Office for National Statistics

ドイツ 2019 Statistisches Bundesamt Destatis_National accounts - Net value-added

ノルウェー 2019 Statistic Norway National Accounts Production account and income generation, by industry

米国 2019 Bureau of Economic Analysis Gross Output by Industry

インドネシア 2019 Bank Indonesia_Indonesian Economic and Financial Statistics Real Sector Gross Domestic Product

マレーシア 2019
Malaysia Information Data Center National Accounts GDP by Kind of Economic Activity at Current 
Prices

産業 年度 出所



© Arthur D. Little 71

各国排出規模の試算に日本との産業・業種別GDPが不明な場合は各国平均を用いて試算

STEP3：対象国のGDP倍率の試算方法（2/2）

電力

石炭石油

産業 業種

石油

製鉄（高炉）

アルミニウム

その他非鉄金属

ガス火力

石炭火力

製鉄（電炉）

石灰・非金属鉱物

セメント

ガラス

有機化学

無機化学

その他化学品

パルプ・紙

輸送用機械（車体）

一般機械器具

食材加工品

輸送用機械（部品）

清涼飲料

染色織物

紡糸紡績

廃棄物処理

鉄鋼

非鉄金属

窯業・土石製
品

化学

パルプ・紙

機械

食品・飲料

繊維

廃棄物

日本 英国 ドイツ ノルウェー 米国 インドネシア マレーシア

産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用

産業別GDPを活用

産業別GDPを活用

産業別GDPを活用

一次金属に英国・米
国の鉄鋼・非鉄金属
の割合を乗じて試算

窯業・土石製品に英
国の石灰・セメント・
ガラスの割合を乗じ
て試算

業種別GDPを活用

窯業・土石製品に英国の石灰・セメント・ガラスの割合を乗じて試算業種別GDPを活用

業種別GDPを活用

産業別GDPを活用 業種別GDPを活用 業種別GDPを活用 業種別GDPを活用 業種別GDPを活用 業種別GDPを活用 業種別GDPを活用

業種別GDPを活用 業種別GDPを活用 業種別GDPを活用 業種別GDPを活用 業種別GDPを活用 業種別GDPを活用 業種別GDPを活用

業種別GDPを活用※ 業種別GDPを活用※ 業種別GDPを活用※ 業種別GDPを活用※ 業種別GDPを活用※ 業種別GDPを活用※

業種別GDPを活用 業種別GDPを活用 業種別GDPを活用 機械に各国の一般機
械器具・輸送用機械
の割合を乗じて試算

業種別GDPを活用 業種別GDPを活用 業種別GDPを活用

食品飲料にマレーシアの食材加工・飲料の割合を乗じて試算
業種別GDPを活用

業種別GDOを活用

産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用

産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用

産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用 産業別GDPを活用

一次金属に英国・米国の鉄鋼・非鉄金属の割
合を乗じて試算

一次金属に英国・米国の鉄鋼・非鉄金属の割
合を乗じて試算

産業別GDPを活用

産業別GDPを活用

当該産業/業種別GDPが不明なた
め他国の平均値を活用したもの

※ 輸送用機械について車体と部品でGDPを分けている国はいないため輸送用機械として同じ倍率を活用
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電化難易度は、温度帯及び導入時の前後工程への影響度合いにより評価

検討アプローチ：プロセスの電化難易度について

電化難易度の評価の考え方

難易度 基準

• 温度帯がヒートポンプ等では対応可能出来ない高温度帯（180℃～）であり、且つ現在、前後工程由来の副
生物を燃料として活用する等、前後工程との関係により単純に電化することが困難な場合

• 電化技術はあるが、温度帯がヒートポンプ等では対応可能出来ない高温度帯（180℃～）である場合

• 電化技術はあるが、温度帯がヒートポンプ等のエネルギー効率の高い加熱方式で対応可能な低～中温度
帯（～180℃）である場合

• 既に電化済み

4点

2点

1点

3点

高

低

点数
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Step4 サマリ

①CCSインフラ・座組形成

 CO2回収事業は主に排出者が単独の単独型と、複数のハブ型に分けられる。単独型のプロジェクトはEORや技術開発段階である
CCUのプロジェクトが多く、ハブ型は大規模排出源を中心に中小規模の排出源をクラスター化するものが多い。技術実証系や旧来型
の大型CCSプロジェクトを除くと、規模拡大によるCO2回収・貯留コストや事業リスクの分散目的のハブ型プロジェクトが増加

 政府支援による輸送・貯留インフラの構築を後押しに、多様なプレイヤによる分業型の兆しが見える。EU等においては競争によるコス

ト削減等を見据えて、輸送と貯留インフラのオープンアクセスなど競争性の導入を見据えた議論が為されている。分業化の進展によっ
ては、回収から輸送・貯留/利用に至るVC上の複数のプレイヤとのパートナリングが今後回収技術の提供プレイヤには求められる

②ビジネスモデルの方向性

 CO2回収では様々な事業が展開されているが、モノ・サービスの提供範囲と対価の受け取り方で5つのビジネスモデルに分類できる

– ソリューション提供型：回収プラントの設計・建設・運用（輸送・貯留含）とVC上の全taskの代行。OPEX型課金

– インフラ提供型：回収プラントの設計・建設、輸送・貯留手段（インフラ）の提供。CAPEX型課金＋OPEX型課金

– プラント売り型：周辺機器を含めた回収プラント全体の設計・調達・建設。CAPEX型課金

– 回収装置売り型：CO2回収装置の製造・提供。CAPEX型課金

– 素材提供型：吸収液・吸着剤・分離膜の提供

③各技術のロードマップ

 化学吸収法は、2030年頃に政府支援有りの商用化が、2040年以降に完全民間ベースへと移行することが見込まれる。固体吸収法・

深冷分離法が化学吸収法に続き、物理吸着法・膜分離法が更に遅れて実証から商用化（政府支援有りから完全民間ベース）へと移行
していくことが予想される

 物理吸収法については低圧低濃度排出源のアプリケーションは現時点では見られず、将来的な商用化見通しは立っていない
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Step3では、実証事業・海外競合の取り組みから、業界としてのインフラ・座組形成の動向や、想
定されるビジネスモデルの方向性、及び事業展開に向けたロードマップを把握

STEP3：検討の全体像

プレイヤの座組や、排出源・輸送・貯
留・利用のインフラ形成のあり方など
を考察

黎明期であるCCSビジネスの拡大・加
速に向けた特徴的なビジネスモデル
の方向性を考察（例：CO2取引PF、ク
レジットなど環境価値とのセット販売、
Sol型ビジネスなど）

先進国を中心としたCCUSプロジェクト 実証事業＋海外競合プレイヤ動向

CCSインフラ・座組形成 ビジネスモデルの方向性 事業展開ロードマップ

競合各社が想定する事業展開ロード
マップの整理

海外競合プレイヤ
• CO2分離回収単独
• VC統合型

目的

ベンチ
マーク
対象
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単独型のプロジェクトはEORや技術開発段階であるCCUのものが多く、ハブ型は中心となる排出
源の中小規模の排出源をクラスター化するものが多い

STEP3-1：CCUSインフラ・座組形成 主要プロジェクト（1/2）

1 Net Zero TeessideCCS 2025年運開英国 ハブ型
発電所、水素製造プラント、アンモニア製造プラント、廃
棄物発電所

PJ名 国 ステータス インフラタイプ 排出源

2 ZeroCarbon HumberCCS 2027年運開英国 ハブ型 水素製造プラント

3 PorthosCCS 2026年運開オランダ ハブ型 水素製造プラント、製油所、化学品製造プラント

4 QuestCCS 2015年運開カナダ 単独
水素製造プラント
(石油精製プラント内)

5 LongshipCCS 2024年運開ノルウェー ハブ型 セメント製造工場、廃棄物燃焼施設

6 -CCS 2025年運開米国 ハブ型
化学プラント、石油精製プラント、発電所、水素製造プラ
ント 他

7 Petra Nova Carbon Capture
CCS
(EOR)

2016年運開米国 単独 石炭火力発電所

8 ACTL(Alberta Carbon Trunk Line)
CCS
(EOR)

2020年運開カナダ ハブ型 石油精製プラント、アンモニア製造プラント

9 -CCU 2022年運開中国 単独 コーク製造プラント

10 CovestroCCU 2016年運開ドイツ ハブ型 アンモニア製造プラント

11 STORE&GOCCU 2019年運開ドイツ 単独 バイオエタノール製造プラント

12 -CCU 2018年運開米国 ハブ型 N/A

13 Rohm chemical plantCCU N/Aドイツ 単独 N/A
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STEP3-1：CCUSインフラ・座組形成 主要プロジェクト（2/2）

14
Carbon Clean CEMEX Rudersdorf
plant

CCU 2026年運開ドイツ 単独 セメント製造工場

PJ名 国 ステータス インフラタイプ 排出源

15
Avedere and Asnaes Power 
Station

CCUS 2025年運開デンマーク ハブ型 バイオマス発電所、石油精製プラント

16
Shell heavy residue gasification 
CCU- Pernis refinery

CCU 1997年運開オランダ 単独 石油精製プラント

17 Houston CCS HubCCS 調査中米国 ハブ型 メキシコ湾周辺の石化施設、工場、発電所等

18 Summit Carbon SolutionsCCS 調査中米国 ハブ型 周辺のエタノール製造施設等(30ヶ所超)

19 Sukowati CCUSCCS 2028年運開インドネシア 単独 石油精製プラント

20
Repsol Sakakemang Carbon 
Capture and Injection

CCS 2026年運開インドネシア 単独 天然ガス精製

21 Arun CCS HubCCS 2028年運開インドネシア ハブ型 オープンアクセスにより複数地域から受入を予定

22 Lang Lebah CCSCCS 2026年運開マレーシア 単独 天然ガス精製

23 KasawariCCS 2025年運開マレーシア 単独 天然ガス精製
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CO2回収において様々な事業が展開されているが、モノ・サービスの提供範囲と対価の受け取り
方で以下の5つのビジネスモデルに分類できる

STEP3-2： CO2回収におけるビジネスモデル類型

モデル種別 排出者ニーズ 提供サービス
事例（プレイヤ

・サービス名等）

ソリューション
提供型

インフラ
提供型

プラント
売り型

素材
提供型

回収装置
売り型

• 回収・輸送・貯留における
CCS事業の複雑性回避

• 初期導入費の負担軽減

• 輸送・貯留におけるCCS事
業の複雑性回避

• プラント建設・建設におけ
るCCS事業の複雑性回避

（装置製造企業のニーズ）
• 高い回収効率を実現する

素材の供給

• CO2回収装置の導入

• 回収プラントの設計・建設・運用（輸
送・貯留含）とVC上の全taskの代行

• OPEX型課金

• 回収プラントの設計・建設、輸送・
貯留手段（インフラ）の提供

• CAPEX型課金＋OPEX型課金

• 周辺機器を含めた回収プラント全
体の設計・調達・建設

• CAPEX型課金

• 吸収液・吸着剤・分離膜の提供

• CO2回収装置の製造・提供
• CAPEX型課金

輸送 貯留

回収

素材 装置
周辺
機器

輸送 貯留

回収

素材 装置
周辺
機器

輸送 貯留

回収

素材 装置
周辺
機器

輸送 貯留

回収

素材 装置
周辺
機器

輸送 貯留

回収

素材 装置
周辺
機器

CCaas(Carbon Capture 
as a Service

Northern Endurance 
Partnership(英国)、
Longship（ノルウェー）

モノ・サービスの提供範囲
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加えて、サービス提供型プレイヤを中心に、排出者が抱えるCCS事業やCN実現上の課題を解決
する周辺サービスを提供することで、競争優位性の創出や対価獲得手段の多様化を目指す

STEP3-2：周辺サービス

メインサービス

周辺
サービス

• 排出者に代わり、プロジェクト設計・プラン
ト建設を行った後、実際のCO2回収や輸
送・貯留までサービスとして提供

• CCS事業実施に掛る行政書類や補助金
申請書類の作成・手続きの代行

• 税控除、クレジット化に向けたCO2の回収
量や回収後のトラッキング手段の提供

• 第三者機関による検証手段の提供

• 炭素クレジットの市場取引・資金化、税控
除等の申請・管理

対
価
獲
得
手
段
の
多
様
化

・競
争
優
位
性
の
創
出

行政
書類
作成

CO2ト
ラッキ
ング

クレ
ジット
管理

プラント稼働前 プラント稼働後

プロジェクト設計・プラント
建設

CO2回収・輸送・貯留

助成金等への申請書類の
作成・手続き代行

回収CO2のトラッキング・デジタルツール
提供

回収量を基にクレジットを取得・資金化

概要
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※ Boundary Dam CCS projectは世界発の商用スケールでの火力発電所におけるCCS実証。回収装置の稼動停止等による稼働率低下や代替燃料のコスト低下により、他ユニットへのCCS装置回収は行わな
いことを決定。年間40万トンのCO2を回収、排出CO2の半数が回収出来ずに大気中に排出されているとされる
出所：各種公開資料を基にADL作成

化学吸収法は2010年代からパイロットスケールの実証が複数実施。商用スケールの実証は2025
年頃から見込まれ、2030年頃から商用化、2040年以降に完全民間ベースでの展開が想定される

各回収技術のロードマップ：化学吸収法

種別
タイムライン

2015 2020 2030 2040

実
証

社
会
実
装

技術実証 パイロット(7.2t/日)実証(-2017)

10MWプラント運用試験(2024-2025)

商用プラントへのCO2回収装置の設置・運用事業(2014～)

化学吸収法は技術としては成熟しているが、CO2分離のエネルギーコストが高いことが依然とし
て高い課題である。既に複数の商用規模での事業が実施されているが、技術課題の解決・ス
ケールアップには更なる技術開発が必要。完全な民間ベースでの商用化は2040年以降になる
のではないか

200-600MWプラントの運用試験(2025-2030)

商用プラント複数機の稼働(2030-)

パイロットプラント運用試験(-2021)

FEED契約に基づきプラント(2Mt/年)設計（2021-2023)

輸送・貯留クラスターの設計(-2035)

主要
参画者

BASF, 
Linde

排出源

火力発
電

技術実証
BASF, 
Linde

火力発
電

技術実証
Axens, 
Arcelor
Mittal

鉄鋼

事業性検証、
商用

Aker, 
Shell

火力発
電所

名称等

OASE🄬blue開発

実証＠RWE火力
発電所

石炭火力向け大
規模実証事業

3D project

NZT power(Net 
Zero Teesside)

Boundary Dam 
CCS project

技術実証、
事業性検証

Shell
火力発
電所

プラント建設（2023-2026)
運用開始（2026‐)

海外石油化学 事業開発担当

商用規模(1Mt/年)のプラント稼働開始(2025-)

実証

商用化(補助金有)

商用化(補助金無)

技術開発

凡例：

スケール

パイロッ
ト

商用

パイロッ
ト/商用

商用

商用

範囲

回収

回収

回収・
輸送・
貯留

回収・
輸送・
貯留

回収

国

ドイ
ツ

米国

フラ
ンス

米国

英国
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※ Great Plains Synfuel Plant CCS projectではLinde社のRectisolが、Lost Cabin Gas Plant及び大崎クールジェンではDow社のSelexolが吸収液として活用されている
出所：各種公開資料を基にADL作成

物理吸収法は2000年頃から商用として活用が進み、現在も高効率化に向けた新プロセスの開発
が進む。但し、低圧低濃度向けのCO2回収については動きが見られない

各回収技術のロードマップ：物理吸収法

種別
タイムライン

2000 2010 2020 2030

実
証

社
会
実
装

改修・実証試験 (2019-2022)

主要
参画者

排出源

商用Flour
メタノー
ル製造

実証

商用化(補助金有)

商用化(補助金無)

技術開発

凡例：

スケール

商用

範囲

商用
Dakota 
Gasificat
ion

褐炭ガ
ス化プ
ラント

商用
回収・輸
送・利用
（EOR）

技術実証
Honeyw
ell

石炭ガ
ス化火
力発電

商用 回収

回収・
輸送・
貯留

名称等

Lake Charles 
CCS project

Great Plains 
Synfuel Plant 
CCS project

大崎クールジェ
ン(IGCC)CO2回
収

Lost Cabin Gas 
Plant

商用
Conoco
Phillips

天然ガ
ス製造

商用
回収・輸
送・利用
（EOR）

プラント(3Mt/年)商用稼働(2000-)

プラント（0.9Mt/年）商用稼働(2013-)

プラント設計・建設 (2016-2019)

プラント設計・建設(2021-2023)
プラント(4Mt/年)試運転
(2023-2026)

商用稼働(2027-)

大崎クールジェンでは次世代の高効率吸収液「Selexol Max」
を活用した「SeparALL」プロセスの開発・実証が行われている

国

日本

米国

米国

カナ
ダ
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物理吸着法は2010年代からベンチ/パイロットスケールの実証が複数実施。商用スケールの実証
は2020年中頃から実施され、政府支援込みの商用化は2030年以降が想定される

各回収技術のロードマップ：物理吸着法

種別
タイムライン

2015 2020 2030 2040

開
発
・実
証

技術実証 プロトタイプ製造・パイロット設計・設置(-2018)

吸着液・プロセス設計(2019-2021)

商用スケール建設に向けたpre-FEED(2022-)

物理吸着法の政府支援有りの商用展開においては、吸着剤の大量生産手法の確立や様々な
排ガス源と条件を持つ実証プラントで技術的・経済的実現可能性を検証する必要がある。加えて、
規制や政策上の課題の解決が必要。楽観的に見て2030年頃から政府支援込み商用化が見込
まれるか

プラント(500Nm3/時)設計・ 実証(2021-2022)

吸着剤/回収装置設計(2019-2020)

主要
参画者

TDA

排出源

石炭ガ
ス化火
力発電

技術開発、
技術実証

InnoSepra
火力発
電

技術開発、
技術実証

Svante セメント

技術実証Svante セメント

名称等

Pre-Combustion 
Carbon Capture 
Process

Transformational 
Sorbent-Based 
Process

Advanced 
Structured 
Adsorbent

LafargeHocim
CO2MENT 
project

Advanced CO2 
capture from 
Hydrogen

技術実証Svante
水素製
造(SMR)

海外石油化学 事業開発担当

実証(2020-2021)

実証

商用化(補助金有)

商用化(補助金無)

技術開発

凡例：

スケール

パイロッ
ト

ベンチ

ベンチ

商用

商用

範囲

回収

回収

回収

回収

回収

パイロット(0.1MWe)実証(2019-2020)

商用スケール(1.5Mt/年)建設に向けたFEED(2020—2022)

国

米国

米国

米国

米国

米国
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※ MTR: Membrane Technology and Research Inc
出所：各種公開資料を基にADL作成

膜分離法は2015年頃からベンチスケール、2020年頃からパイロットスケールの実証が複数実施。
単独での低圧低濃度源への適用は困難のため、他方式との併用による商用化が想定されるか

各回収技術のロードマップ：膜分離法

国 種別
タイムライン

2015 2020 2030 2040

技術開発、
技術実証

膜・回収装置開発 (2015-2016)

膜材料・構造検討(2018-2020)

商用スケール(2,700t/日)建設に向けたFEED(2020-2022)

膜分離法は大規模化へのハードルの高さ、昇圧の必要性が技術的困難さを生み出している。低
圧低濃度源においては、昇圧の必要性があるため、商用展開は殆どが他方式との併用によるも
のになるか。将来的なタイムラインの予測は困難

モジュール設計・実証(2020-2021)

モジュール設計・開発(2017-2022)

主要
参画者

Air 
Liquide

排出源

石炭火
力発電

技術実証MTR※ セメント

海外産業ガス 事業開発担当

実証(2022)

実証

商用化(補助金有)

商用化(補助金無)

技術開発

凡例：

スケール

ベンチ

商用

範囲

回収

技術開発、
技術実証

Luna 
Innovations

火力発
電

ベンチ/
パイロッ
ト

回収

技術開発、
技術実証

MTR※ 火力発
電

ベンチ 回収

回収

0.3MWe級実証(2017)

名称等

開
発
・実
証

Bench Scale 
Testing of 
NexGen Module

Polaris 
membrane Co2 
Capture System

CO2 Separation 
Membrane for 
Hot Flue Gases

Membrane for 
Cost Effective 
Carbon Capture

米国

米国

米国

米国
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※ RTI: Research Triangle Institute
出所：各種公開資料を基にADL作成

固体吸収法は2010年頃からパイロットスケールの実証が、2025年頃から商用スケールの実証が
複数実施。商用化フェーズでは10年程立上り期の政府支援により民間ベースの展開に移行か

各回収技術のロードマップ：固体吸収法

種別
タイムライン

2015 2020 2030 2040

開
発
・実
証

技術開発 吸着剤・プロセス開発 (2011-2014)

設計・建設開始(2021-)

DACでは一部商用化が進むが、排ガス向けについては遅れる形か。ロードマップについて、少な
くとも最初の10年間は商業的に意味を成すには、補助金や政府によるインセンティブがなければ
成立しない。採算の取れる値段で回収したCO2を販売出来ない限り、政府支援の枠組みが必要。

設計・建設・実証(2013-2016)

ラボスケール・ベンチスケール実証(2008-2017)

主要
参画者

RTI※

排出源

火力発
電

技術実証Shell
火力発
電

海外石油化学 事業開発担当

パイロットスケール(0.5MWe)実証(2017-2021)

実証

商用化(補助金有)

商用化(補助金無)

技術開発

凡例：

スケール

ー

商用

範囲

回収

技術実証TDA
火力発
電

パイロッ
ト

回収

名称等

Solid Sorbents 
for Post 
Combustion

Tulip Green CO2

Post
Combustion 
CO2 Capture

CO2 Capture 
Demonstration 
at Cement Plant

技術実証RTI※ セメント
パイロッ
ト

回収

回収・
輸送・
貯留

回収装置プロトタイプ試験(2015)

プラント(150t/日)実証稼動(2024)

国

米国

オラ
ンダ

米国

ノル
ウェ
ー
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※1 SES：Sustainable Energy Solutions ※2 Wolf：Wolf Carbon Solutions ※3 Mt.Simon Hub projectでは、物理吸収法によるバイオエタノール製造工場からのCCSをPhaseIとIIで行われるが、PhaseIIIではその他
の排出源から回収したCO2もパイプラインによる輸送・貯留を行う予定。ChartはWolfとPhaseIIIにおける深冷分離法を用いたCO2回収に向けて協力することを2023年に発表。
出所：各種公開資料を基にADL作成

深冷分離法は水素製造向けが先行。低圧・低濃度向けはセメント等での商用スケールの実証が
2025年頃から見込まれ、2030～2040年頃に商用化することが想定される

各回収技術のロードマップ：深冷分離法

種別
タイムライン

2015 2020 2030 2040

実
証

社
会

実
装

プラント（13t/時）運用試験(2015)

プラント設計・開発(2016-2018)

排ガス向けには商用スケールの実証及び政府補助有りの普及が2025年から2030年頃に見込
まれ、商業ベースでの普及は2030～2040年頃になるか。炭素価格メカニズムや低炭素セメント
へのプレミアム価格の設定、CAPEXへの補助により、普及フェーズ（政府支援有り）に移行でき
る。商業ベースへの移行には、CO2回収・輸送・貯留をカバーできる炭素価格（$120-180）になる
こと、食品飲料向けの利用可能性が実証されることがトリガーになるか

プラント(100t/日)運用試験(2019)

プラント設計・行政手続き (2022-2024)

パイプライン建設開始（2024)

主要
参画者

排出源

技術実証Chart セメント

商用
Chart、
Wolf※2

セメン
ト・鉄鋼
等

海外産業ガス 事業開発担当

プラント（30t/日）運用試験(2025)

実証

商用化(補助金有)

商用化(補助金無)

技術開発

凡例：

スケール

小規模
商用

商用

範囲

R&D、
技術実証

SES※1

セメント、
火力発
電

商用 回収

名称等

Cryogenic 
Carbon Capture 
From Cement

Mt. Simon Hub
project※3

Cryogenic 
Carbon Capture 
Development

Port Jerome 
Cryocap Plant

技術実証
Air 
Liquide

水素製
造(SMR)

商用 回収

回収

回収・
輸送・
貯留

初期CO2受入開始（2025)
深冷分離法のCO2回収開始（2025以降)

国

フラ
ンス

米国

米国

米国
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低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：膜分離法
開発事例①日本ガイシ

低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：膜分離法
開発事例②MTR

低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：化学吸収法

タイトル
CO2の主な回収方式の概要
CO2分離回収技術の全体像

主要プレイヤ動向
主要プレイヤの開発動向

二次利用未承諾リスト

委託事業名 アーサー・ディ・リトル・ジャパン株式会社

報告書の題名 令和５年度地球温暖化・資源循環対策等に資する調査委託費
（2050年カーボンニュートラルに必要な技術に係る横断分析調査）
調査報告書

受注事業者名 アーサー・ディ・リトル・ジャパン株式会社

米国：CCUS市場動向

英国：CCUS市場動向
ドイツ：基本情報

ドイツ：CCUS市場動向
ノルウェー：基本情報

ノルウェー：CCUS市場動向
米国_基本情報

低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：固体吸収法
低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：固体吸収法

開発事例②Climeworks
低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：深冷分離法

各方式の低圧低濃度排ガスにおける課題及びコスト削減余地
Step3：政策動向の調査スコープ

インドネシア：基本情報
インドネシア：CCUS市場動向

マレーシア：基本情報
マレーシア：CCUS市場動向

英国：基本情報

低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：化学吸収法
開発事例①BASF/Linde

低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：物理吸収法
低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：物理吸着法
低圧・低濃度排出源向けの主要な技術課題と開発方向：膜分離法




